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2022年11⽉10⽇

⽶国分散投資戦略ファンド
（1倍コース／3倍コース／5倍コース）

愛称「USブレイン1／ USブレイン3／ USブレイン5」

⾜元の基準価額下落と今後の運⽤⽅針について
平素より「⽶国分散投資戦略ファンド（1倍コース／3倍コース／5倍コース）」（以下、当ファンド）をご愛顧賜り厚く御礼申
し上げます。当ファンドは⾜元で基準価額が⼤きく下落しており、当ファンドの実質的な運⽤会社である、TCWアセット・マネジメ
ント・カンパニー・エルエルシー（以下、TCW）の情報を基に、ポートフォリオの状況や今後の運⽤⽅針等についてご報告申し上
げます。

独⾃に開発した戦略を⽤いて最適なポートフォリオ構築を⽬指す

※実質的な投資対象とする指数または証券は、将来的に追加・変更となる場合があります。また、短期⾦融商品等に投資する場合があります。

①20年以上のマクロとインデックスのデータをリンク
②それぞれの関係性と特徴を発⾒
③過去の膨⼤な学習データから、現在のデータが過去の

どの局⾯の特徴やパターンに近いかを判断
④資産配分を決定

※写真はイメージです。

⽶国株式

⼤型株式
（S&P500）

テクノロジー株
(NASDAQ100)

⽶国債券

⽶国
10年国債 モーゲージ証券

⽶国リート

ダウ・ジョーンズ
⽶国不動産指数

コモディティ

Bloomberg
コモディティ指数 ⾦

＜当ファンドが実質的に投資対象とする先物指数または証券＞

機械学習

マクロデータ（数⼗種類） インデックスデータ

 当ファンドは⽶国株式、⽶国債券、⽶国リート、コモディティの主な4つの資産に分散投資します。
 最先端のAIによる機械学習を活⽤し独⾃開発した当戦略＊は、過去の膨⼤なデータの分析に基づき、⾦融危機の場合な

どは株式等のリスク資産をゼロに近づけるなど、「下落を抑えた運⽤」を⽬標にしています。

リターン、ボラティリティ、モメンタム等GDP、雇⽤関係データ、⾦利等

＊当ファンドが採⽤する戦略で、最⼩リスクでの運⽤を⽬的に設計されたAIを利⽤したTCW独⾃のアセットアロケーション戦略。
（出所）TCWの情報を基に委託会社作成
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（注）基準価額は、1万⼝当たり、信託報酬控除後。

基準価額の推移等（2019年11⽉15⽇（設定⽇）〜2022年11⽉4⽇）

2022年
11⽉4⽇

＜基準価額の推移＞

8,584円

6,371円

4,506円

第1期
2020年5⽉11⽇

第2期
2020年11⽉10⽇

第3期
2021年5⽉10⽇

第4期
2021年11⽉10⽇

第5期
2022年5⽉10⽇

設定来累計
（2022年11⽉4⽇まで）

1倍コース 50円 0円 0円 40円 0円 90円
3倍コース 210円 0円 0円 220円 0円 430円
5倍コース 360円 0円 0円 390円 0円 750円

＜分配⾦（1万⼝当たり、税引前）＞

※上記は過去の実績であり、将来の運⽤成果を保証するものではありません。分配⾦額は委託会社が分配⽅針に基づき基準価額⽔準や市況動向等を勘
案して決定します。ただし委託会社の判断により分配を⾏わない場合もあります。

※ファンド購⼊時には、購⼊時⼿数料がかかる場合があります。また、換⾦時にも費⽤・税⾦などがかかる場合があります。詳しくは7ページおよび投資信託説
明書（交付⽬論⾒書）をご覧ください。

5倍コース
約26億円

3倍コース
約11億円

1倍コース
約3億円

合計
約40億円

＜純資産総額の推移＞
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＜2022年10⽉の当ファンドが主要投資対象とする投資信託のパフォーマンス変動要因＞

合計

＜2022年10⽉の基本ポートフォリオ＞

（注1）各資産への投資にあたっては、主に先物取引等を活⽤します。市況動向、各資産の流動性等によっては、各種指数等に連動するETF、または各種
指数の構成銘柄およびその先物取引等を通じて投資を⾏う場合があります。

（注2）モーゲージ証券への投資にあたってはジニーメイ（⽶国連邦政府抵当⾦庫）が保証するものを投資対象とし、主としてTBA取引を活⽤します。TBA
取引とは、モーゲージ証券の先渡取引の⼀種で、約定時点では受け渡す銘柄を特定せず、受渡適格銘柄や取引額⾯・価格・決済⽇等の条件のみ
が合意される取引です。

（注3）リスク資産合計は⽶国10年国債とモーゲージ証券以外の資産合計です。
（注4）四捨五⼊の関係で合計が合わないもしくは100％（300％、500％）にならない場合があります。
（注5）当ファンドが主要投資対象とする投資信託のパフォーマンス変動要因は2022年9⽉29⽇〜2022年10⽉28⽇。当ファンドが主要投資対象とする

投資信託のパフォーマンスは翌営業⽇の当ファンドの基準価額に反映されます。当ファンド（5倍コース）の騰落率とは必ずしも⼀致しません。
（注6）パフォーマンス変動要因はTCW Qアルファ・レバード・US・ディバーシフィケーション・ファンド（円ヘッジクラス）の⽇次の変動率を主な要因に分解した

もので概算値です。
（注7）モーゲージ証券の推移は、Bloomberg ジニーメイ30年トータルリターンから⽶国短期⾦利（3ヵ⽉）を控除した先物理論価格を使⽤。
（出所）TCW、Bloomberg、ICE Data Indices,LLCのデータを基に委託会社作成
※上記は過去の実績であり、将来の運⽤成果および市場環境の変動等を⽰唆あるいは保証するものではありません。
※上記は各コースの基本ポートフォリオであり、当ファンドの実際のポートフォリオとは差異が発⽣します。

⾜元の基準価額変動要因について

（％）

＜モーゲージ証券の推移＞
（2019年11⽉15⽇（設定⽇）〜2022年11⽉4⽇、⽇次）

※2019年11⽉15⽇を100として指数化。

S&P500 NASDAQ
100

⽶国10年
国債

モーゲージ
証券

ダウ・ジョーンズ
⽶国不動産

指数（リート）

Bloomberg
コモディティ

指数
⾦ リスク資産

合計 合計

1倍コース 6.8 6.4 15.6 50.0 6.2 5.8 9.1 34.4 100.0
3倍コース 20.5 19.2 46.9 150.0 18.6 17.5 27.3 103.1 300.0
5倍コース 34.2 32.1 78.2 250.0 31.0 29.1 45.5 171.8 500.0

 当ファンドが主要投資対象とする投資信託の基準価額変動要因（2022年10⽉）をみると、インフレ抑制のために⽶国で
利上げが続き、⾦利が上昇したことなどから、⽶国10年国債およびモーゲージ証券が下落し、マイナス寄与となりました。

 ⼀⽅、⽶国株式が上昇し、S&P500、NASDAQ100はプラス寄与となりました。
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⾜元の市場環境について
＜⽶⾦利の推移＞

（注）⽶国政策⾦利はFF⾦利の誘導⽬標の上限。
（出所）Bloombergのデータを基に委託会社作成
※上記は過去の実績および当資料作成時点の⾒通しであり、将来の運⽤成果および市場環境の変動等を⽰唆あるいは保証するものではありません。今後、

予告なく変更する場合があります。

＜⽶景気先⾏指数の推移（前年同⽉⽐）＞ ＜⽶住宅ローン実⾏額の推移＞

 FRBは⾦融政策を決定する上で、主にインフレ率や雇⽤関連の経済指標を重視していますが、これらの指標は実際の景気
から遅れて動く傾向があります。⼀⽅、先⾏指標といわれる景気先⾏指数や住宅ローン実⾏額などをみると、⽶国の景気は
減速し始めているとみられます。

 今後、インフレ率や雇⽤関連の経済指標が横ばいとなれば、FRBが⾦融引締め政策を停⽌する可能性も⾼まると考えていま
す。TCWでは、2023年後半には利下げを実施する可能性があると⾒込んでいます。

 ⽶国経済は2021年にはコロナショックによる落ち込み
から回復しましたが、FRB（⽶連邦準備制度理事
会）が⾦融緩和政策を維持したことなどから、インフレ
率は上昇しました。

 FRBは2022年に⾦融引締め政策に舵を切りました
が、前例がない急速な利上げによる景気の後退が懸
念されています。

（2019年12⽉31⽇〜2022年11⽉4⽇、⽇次）

（2019年12⽉〜2022年9⽉、⽉次） （2019年12⽉期〜2022年9⽉期、四半期）
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過去の⾦利急上昇後のパフォーマンスについて

＜当戦略および当ファンド（1倍コース）のポートフォリオの推移＞

（2012年12⽉末〜2022年10⽉末、⽉次）
＜当戦略および当ファンド（1倍コース）と⽶国10年国債利回りの推移＞

（2012年12⽉末〜2022年10⽉末、⽉次）

コモディティ
⽶国リート
⽶国株式
⽶国債券

⽶国10年国債
利回り上昇時

（注1）当戦略および当ファンドの推移は2012年12⽉末を100として指数化。2019年11⽉14⽇までは当戦略のバックテスト（信託報酬控除後、円ヘッジ
ベース）、2019年11⽉15⽇以降は当ファンド（1倍コ－ス）の税引前分配⾦再投資基準価額を基に算出。

（注2）当戦略のバックテストで使⽤した指数は次の通りです。株式︓S&P500トータルリターン、NASDAQ100トータルリターン、債券︓ICE BofA⽶国10
年国債、Bloomberg ジニーメイ30年トータルリターン、リート︓Dow Jones ⽶国リートトータル リターン、商品︓Bloomberg商品、S&P GSCI
ゴールド（エクセスリターン）。Bloomberg商品、S&P GSCIゴールド（エクセスリターン）以外は⽶国短期⾦利（3ヵ⽉）を控除した先物理論価
格を使⽤。

（出所）Bloomberg、TCW、ICE Data Indices,LLCのデータを基に委託会社作成
※設定⽇までは過去のデータを基にTCWが⾏ったバックテストの結果であり、当ファンドの運⽤実績ではありません。また、当ファンドの将来の運⽤成果等を⽰

唆あるいは保証するものではありません。バックテストは⼀定の前提条件に基づくものであり、信託報酬以外の経費は考慮されていません。実際の運⽤にお
いては、市場動向等の諸条件が異なることによりパフォーマンス等は⼤きく異なります。

※ファンド購⼊時には、購⼊時⼿数料がかかる場合があります。また、換⾦時にも費⽤・税⾦などがかかる場合があります。詳しくは7ページおよび投資信託説
明書（交付⽬論⾒書）をご覧ください。

※実質的な投資対象とする指数または証券は、将来的に追加・変更となる場合があります。また、短期⾦融商品等に投資する場合があります。

 過去に⽶国10年国債利回りが急速に上昇した局⾯をみると、現在の状況と同じく当戦略および当ファンドのパフォーマンスが
⼤きく下落する場⾯がありましたが、機械学習モデルによる機動的な資産配分⽐率の変更や、⾦利変動の収束とともに、そ
の後のパフォーマンスは上昇に転じました。

 ⾜元では不安定な市場環境が続いていますが、⾦利変動が落ち着けば当ファンドのパフォーマンスも上昇に転じると考えてい
ます。

⽶国10年国債
利回り上昇時

⽶国10年国債
利回り上昇時

当戦略および当ファンド（左軸）
⽶国10年国債利回り（右軸）
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S&P500
6.8%

NASDAQ100
6.4%

⽶国10年国債
15.6%

モーゲージ証券
50.0%

リート
6.2%

Bloomberg
コモディティ指数

5.8%

⾦
9.1%

今後の運⽤⽅針について

＜2022年11⽉の基本ポートフォリオ＞ （％）

＜2022年10⽉の基本ポートフォリオとの差＞ （％）

※上記は過去の実績および当資料作成時点の計画であり、将来の運⽤成果および市場環境の変動等を⽰唆あるいは保証するものではありません。今後、
予告なく変更する場合があります。

※上記は各コースの基本ポートフォリオであり、当ファンドの実際のポートフォリオとは差異が発⽣します。

（注1）各資産への投資にあたっては、主に先物取引等を活⽤します。市況動向、各資産の流動性等によっては、各種指数等に連動するETF、または各種
指数の構成銘柄およびその先物取引等を通じて投資を⾏う場合があります。

（注2）モーゲージ証券への投資にあたってはジニーメイ（⽶国連邦政府抵当⾦庫）が保証するものを投資対象とし、主としてTBA取引を活⽤します。TBA
取引とは、モーゲージ証券の先渡取引の⼀種で、約定時点では受け渡す銘柄を特定せず、受渡適格銘柄や取引額⾯・価格・決済⽇等の条件の
みが合意される取引です。

（注3）リスク資産合計は⽶国10年国債とモーゲージ証券以外の資産合計です。
（注4）四捨五⼊の関係で合計が合わないもしくは100％（300％、500％）にならない場合があります。
（出所）TCWのデータを基に委託会社作成

S&P500 NASDAQ
100

⽶国10年
国債

モーゲージ
証券

ダウ・ジョーンズ
⽶国不動産

指数（リート）

Bloomberg
コモディティ

指数
⾦ リスク資産

合計 合計

1倍コース 5.8 7.7 18.3 50.0 5.8 4.8 7.6 31.7 100.0
3倍コース 17.4 23.0 54.9 150.0 17.5 14.5 22.8 95.1 300.0
5倍コース 28.9 38.4 91.5 250.0 29.1 24.1 38.0 158.5 500.0

S&P500 NASDAQ
100

⽶国10年
国債

モーゲージ
証券

ダウ・ジョーンズ
⽶国不動産

指数（リート）

Bloomberg
コモディティ

指数
⾦ リスク資産

合計

1倍コース -1.0 1.3 2.7 0.0 -0.4 -1.0 -1.5 -2.7

3倍コース -3.1 3.8 8.0 0.0 -1.1 -3.0 -4.5 -8.0

5倍コース -5.2 6.3 13.3 0.0 -1.9 -5.0 -7.5 -13.3

1倍コースの基本ポートフォリオ
（2022年10⽉）

1倍コースの基本ポートフォリオ
（2022年11⽉）

 2022年11⽉の資産配分では、⾦やコモディティなどのウエイトを引き下げ、⽶国10年国債を引き上げました。
 ⽶国株式、⽶国リート、コモディティ、⾦からなるリスク資産は約32％となり、前⽉から2.7%引き下げての運⽤となります。
 株式については、⼤きく売られたナスダックの反発を期待して、指数間でのウエイトを調整しました。債券に関しては、⽶国

モーゲージ証券へのウエイトを維持する⼀⽅で、利回りが⼤幅に上昇した⽶国10年国債の反転を期待してウエイトを増やし
ています。

 当ファンドでは引き続きAIによる機動的な資産配分を実施し、リスク・リターンの良好なポートフォリオの構築を⽬指します。
＊⽐率は1倍コースの基本ポートフォリオにおける構成⽐率です。
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① 投資者が直接的に負担する費⽤

② 投資者が信託財産で間接的に負担する費⽤

運 ⽤ 管 理 費 ⽤
（ 信 託 報 酬 ）

ファンドの純資産総額に年1.1825％（税抜き1.075％）の率を乗じた額
※投資対象とする投資信託の信託報酬等を含めた場合、1倍コースは年1.3225％（税込み）程度、3倍コースは

年1.6025％（税込み）程度、5倍コースは年1.8825％（税込み）程度となります。
＊1 当ファンドが投資対象とする投資信託の管理報酬等には関係法⼈により下限⾦額が設定されているものがあり、ファン

ドの純資産総額等によっては、年率換算で上記の料率を上回る場合があります。
＊2 各ファンドの外国投資信託証券への組⼊⽐率に応じた実質的な運⽤管理費⽤（信託報酬）の概算値です。実際

の外国投資信託証券の組⼊⽐率によっては、実際の実質的な信託報酬率は変動します。

そ の 他 の 費 ⽤ ・
⼿ 数 料

以下のその他の費⽤・⼿数料について信託財産からご負担いただきます。
●監査法⼈等に⽀払われるファンドの監査費⽤
●有価証券の売買時に発⽣する売買委託⼿数料
●資産を外国で保管する場合の費⽤ 等
※上記の費⽤については、運⽤状況等により変動するため、事前に料率、上限額等を⽰すことができません。
※監査費⽤の料率等につきましては請求⽬論⾒書をご参照ください。

購 ⼊ ・ 換 ⾦ の
申 込 受 付 ⽇ 原則として、申込不可⽇を除きいつでも購⼊・換⾦のお申込みができます。

購 ⼊ 単 位 お申込みの販売会社までお問い合わせください。
購 ⼊ 価 額 購⼊申込受付⽇の翌営業⽇の基準価額
換 ⾦ 価 額 換⾦申込受付⽇の翌営業⽇の基準価額
換 ⾦ 代 ⾦ 原則として、換⾦申込受付⽇から起算して6営業⽇⽬からお⽀払いします。

申 込 不 可 ⽇
以下のいずれかに当たる場合には、購⼊・換⾦のお申込みを受け付けません。
●ニューヨークの取引所の休業⽇
●ニューヨークの銀⾏の休業⽇

決 算 お よ び 分 配 年2回（毎年5⽉、11⽉の10⽇。休業⽇の場合は翌営業⽇）決算を⾏い、分配⽅針に基づき分配を⾏います。
※委託会社の判断により分配を⾏わない場合もあります。

信 託 期 間 2029年11⽉12⽇まで（2019年11⽉15⽇設定）

ファンドのリスクおよび留意点 （詳しくはファンドの投資信託説明書（交付⽬論⾒書）をご覧ください。）
[基準価額の変動要因]
■当ファンドは、値動きのある有価証券等に投資しますので、基準価額は変動します。したがって、投資者の投資元本は保証されているものではなく、基準価
額の下落により、損失を被り、投資元本を割り込むことがあります。■運⽤の結果として信託財産に⽣じた利益および損失は、すべて投資者に帰属します。
■投資信託は預貯⾦と異なります。また、⼀定の投資成果を保証するものではありません。
当ファンドの主要なリスクは、以下の通りです。◯レバレッジに関するリスク（3倍コース・5倍コース）、◯株価変動に伴うリスク、◯⾦利変動に伴うリスク、◯信
⽤リスク、◯為替リスク、◯流動性リスク、◯不動産投資信託（リート）投資のリスク、◯資産担保証券投資のリスク、◯商品市況の価額変動に伴うリ
スク 等

ファンドのリスク（詳しくは投資信託説明書（交付⽬論⾒書）をご覧ください。）

お申込みメモ（詳しくは投資信託説明書（交付⽬論⾒書）をご覧ください。）

ファンドの費⽤（詳しくは投資信託説明書（交付⽬論⾒書）をご覧ください。）

委託会社、その他の関係法⼈

委 託 会 社

三井住友DSアセットマネジメント株式会社（ファンドの運⽤の指図等を⾏います。）
⾦融商品取引業者 関東財務局⻑（⾦商）第399号
加⼊協会︓⼀般社団法⼈投資信託協会、⼀般社団法⼈⽇本投資顧問業協会、

⼀般社団法⼈第⼆種⾦融商品取引業協会
＜コールセンター＞︓0120-88-2976 ＜受付時間＞︓午前9時〜午後5時（⼟、⽇、祝・休⽇を除く）
＜ホームページ＞︓https://www.smd-am.co.jp

受 託 会 社 三井住友信託銀⾏株式会社（ファンドの財産の保管および管理等を⾏います。）
販 売 会 社 委託会社にお問い合わせください。（ファンドの募集・販売の取扱い等を⾏います。）

購 ⼊ 時 ⼿ 数 料 購⼊価額に3.3％（税抜き3.0％）を上限として、販売会社毎に定める⼿数料率を乗じた額。
詳しくは販売会社にお問い合わせください。

信 託 財 産 留 保 額 ありません。

ファンドの特徴（詳しくは投資信託説明書（交付⽬論⾒書）をご覧ください。）
⽶国の株式、債券および不動産投資信託（リート）ならびにコモディティ等に分散投資することで、信託財産の中⻑期的な成⻑を⽬指します。1
リスク⽔準の異なる3コースからお選びいただけます。2

実質的な運⽤はTCWアセット・マネジメント・カンパニー・エルエルシーが⾏います。3
※資⾦動向、市況動向等によっては、上記のような運⽤ができない場合があります。

「3倍コース」および「5倍コース」は実質的に信託財産の純資産総額以上の投資を⾏います。そのため市場環境等によっては基準価額が⼤きく
変動または著しく下落する可能性がありますので、ご投資の際には慎重にご判断ください。

※上記の⼿数料等の合計額については、保有期間等に応じて異なりますので、表⽰することができません。
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※この資料の最終ページに重要な注意事項を記載しております。必ずご確認ください。

【重要な注意事項】
 当資料は三井住友DSアセットマネジメントが作成した販売⽤資料であり、⾦融商品取引法に基づく開⽰書類ではありません。
 当資料の内容は作成基準⽇現在のものであり、将来予告なく変更されることがあります。また、当資料は三井住友DSアセットマネジメントが信頼性が⾼

いと判断した情報等に基づき作成しておりますが、その正確性・完全性を保証するものではありません。
 当資料にインデックス・統計資料等が記載される場合、それらの知的所有権その他の⼀切の権利は、その発⾏者および許諾者に帰属します。
 投資信託は、値動きのある証券（外国証券には為替変動リスクもあります。）に投資しますので、リスクを含む商品であり、運⽤実績は市場環境等に

より変動します。したがって元本や利回りが保証されているものではありません。
 投資信託は、預貯⾦や保険契約と異なり、預⾦保険・貯⾦保険・保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。また登録⾦融機関でご購⼊の

場合、投資者保護基⾦の⽀払対象とはなりません。
 当ファンドの取得のお申込みにあたっては、販売会社よりお渡しする最新の投資信託説明書（交付⽬論⾒書）および⽬論⾒書補完書⾯等の内容を

ご確認の上、ご⾃⾝でご判断ください。また、当資料に投資信託説明書（交付⽬論⾒書）と異なる内容が存在した場合は、最新の投資信託説明書
（交付⽬論⾒書）が優先します。投資信託説明書（交付⽬論⾒書）、⽬論⾒書補完書⾯等は販売会社にご請求ください。

 当資料に掲載されている写真がある場合、写真はイメージであり、本⽂とは関係ない場合があります。

販売会社⼀覧

販売会社名 登録番号 ⽇本証券業
協会

⼀般社団法⼈
第⼆種

⾦融商品
取引業協会

⼀般社団法⼈
⽇本投資
顧問業
協会

⼀般社団法⼈
⾦融先物
取引業
協会

備考

アイザワ証券株式会社 ⾦融商品取引業者 関東財務局⻑（⾦商）第3283号 ○ ○

auカブコム証券株式会社 ⾦融商品取引業者 関東財務局⻑（⾦商）第61号 ○ ○ ○ ○

株式会社SBI証券 ⾦融商品取引業者 関東財務局⻑（⾦商）第44号 ○ ○ ○

岡三証券株式会社 ⾦融商品取引業者 関東財務局⻑（⾦商）第53号 ○ ○ ○ ○

岡三にいがた証券株式会社 ⾦融商品取引業者 関東財務局⻑（⾦商）第169号 ○ ※1

⽊村証券株式会社 ⾦融商品取引業者 東海財務局⻑（⾦商）第6号 ○

極東証券株式会社 ⾦融商品取引業者 関東財務局⻑（⾦商）第65号 ○ ○

ぐんぎん証券株式会社 ⾦融商品取引業者 関東財務局⻑（⾦商）第2938号 ○

東海東京証券株式会社 ⾦融商品取引業者 東海財務局⻑（⾦商）第140号 ○ ○ ○

東洋証券株式会社 ⾦融商品取引業者 関東財務局⻑（⾦商）第121号 ○ ○

⽇産証券株式会社 ⾦融商品取引業者 関東財務局⻑（⾦商）第131号 ○ ○

ほくほくTT証券株式会社 ⾦融商品取引業者 北陸財務局⻑（⾦商）第24号 ○

松井証券株式会社 ⾦融商品取引業者 関東財務局⻑（⾦商）第164号 ○ ○

むさし証券株式会社 ⾦融商品取引業者 関東財務局⻑（⾦商）第105号 ○ ○

楽天証券株式会社 ⾦融商品取引業者 関東財務局⻑（⾦商）第195号 ○ ○ ○ ○

株式会社三⼗三銀⾏ 登録⾦融機関 東海財務局⻑（登⾦）第16号 ○
株式会社新⽣銀⾏
（SBI証券仲介） 登録⾦融機関 関東財務局⻑（登⾦）第10号 ○ ○ ※2

※3
株式会社但⾺銀⾏ 登録⾦融機関 近畿財務局⻑（登⾦）第14号 ○

株式会社筑波銀⾏ 登録⾦融機関 関東財務局⻑（登⾦）第44号 ○

株式会社富⼭第⼀銀⾏ 登録⾦融機関 北陸財務局⻑（登⾦）第7号 ○ ※4

PayPay銀⾏株式会社 登録⾦融機関 関東財務局⻑（登⾦）第624号 ○ ○
※1︓新規の募集はお取り扱いしておりません。 ※2︓ネット専⽤。 ※3︓委託⾦融商品取引業者 株式会社SBI証券
※4︓「⽶国分散投資戦略ファンド（1倍コース）」の新規の募集はお取り扱いしておりません。

作成基準⽇︓2022年11⽉4⽇


